
 

 

◇呉市交通事業の現状の経営分析及び交通事業を取り巻く社会環境の変化等を見据え，今後，目指すべき方向性と４つの経営形態について検討 

 

 

 

 

 
 

 

【財政負担比較表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計

公 営 存 続 1,315 1,289 1,259 1,256 1,134 6,253 1,313 － 7,566 1,513 6,136 190人

改 善 型 地 方 公 営 企 業 1,315 1,099 1,069 1,078 966 5,527 1,275 － 6,802 1,360 5,377 225人

民 間 委 託 拡 大 1,315 1,258 1,210 1,200 1,075 6,058 938 － 6,996 1,399 4,321 84人

子 会 社 化
（ 段 階 的 民 間 移 譲 ）

1,414 679 741 801 861 4,496 － 90 4,586 917 4,075 －

一 括 完 全 民 間 移 譲 1,315 679 741 801 861 4,397 － － 4,397 879 4,015 －
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基本データ

第 １ 案

退職金補助金を除いた負担額は，一般会計の交通局に対する退職金の負担方法が公営存続と民間移譲とで異なっているため，交通局への退職金補助金を除いた数値を算出したものです。

基本データの公営存続及び第1案の改善型地方公営企業は平成25年度から，第2案の民間委託拡大は平成26年度から，それぞれ資金不足比率が20％以上となるため，資金不足額を解消す
るための更なる経営健全化策の実施と一般会計からの追加負担額が必要となります。なお，資金不足比率が20％以上の部分を網掛けで示しています。

第3案の子会社化（段階的民間移譲）においては，平成22年度に呉市が子会社を設立するための出資金9千万円が必要となります。

平成23年度末に交通事業会計を廃止する場合は，第3案で約72億円，第4案で約75億円の経費が必要となり，呉市が「第三セクター等改革推進債（平成25年度までの特例措置）」で対応するこ
ととします。なお，交通局の固定資産約２８億円は一般会計に引き継ぐものとします。
また，仮に平成27年度末に交通事業会計を廃止する場合は，第1案では約64億円，第2案では約44億円の経費が必要となりますが，財源確保が大きな課題となります。
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【広島電鉄株式会社の概要】

広島市中区東千田町２丁目９番２９号

鉄・軌道事業，自動車事業，不動産事業

３億５,１１１万円
(平成２１年度)

２３億３,５６２万５千円
(平成２２年３月３１日現在)

昭和１７年４月１０日

２８８.３ｋｍ
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４０８両
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１,０２６.３ｋｍ
(平成２２年４月１日現在)

３３,６１２千人
(平成２１年度)

主 な 事 業 内 容
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営 業 キ ロ
（乗合バス事業）

呉
市
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通
局（９）
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（４）
輸 送 人 員
（乗合バス事業）
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（10） 代 表 者 代表取締役社長　越智　秀信

【審査基準及び結果】
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 乗務員等の採用方法及び処遇

路線維持の安定性

公共交通機関としての姿勢
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運行の安全性
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　情報提供会社の活用，広電グループの観光部門と連携した観光客の誘致，地
元商店街と連携してイベント時にバス情報の提供を行うなど，利用者の利便性
に他社よりも積極的に取り組むとされていること。

　環境保全に関して，グリーン経営認証の取得を行っていること。
　また，高齢者等の福祉対策において高齢者向け区間フリー定期券の導入など
を検討していくこととされており，環境面や高齢者対策に配慮があること。
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・給与，勤務時間その他の労働条件が他社よりも優れていること。
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満点

項目

項目 ④公共交通機関としての姿勢

項目

①路線維持の安定性（呉市の財政負担額）

　公営交通事業で維持存続をした場合と比較して一定の財政負担額の削減が図
られること。

②乗務員等の採用方法及び処遇

・呉市交通局の職員を正社員として再雇用することとなっていること

　（正社員であれば，昇給昇格は可能であり，将来保障を会社から受けることができる）。

③利用者の利便性向上と利用促進

項目

【評価した点】

評価対象

 

呉 市 交 通 局 の バ ス 路 線 に つ い て 
 

 １ 呉市交通局の現状と経営形態の検討  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ２ 路線移譲に係る運行事業者の公募及び決定  
 

（１）運行事業者の公募 
 

 

①公募要項の配布 平成２２年１０月 ４日（月） ③応募受付 平成２２年１１月 １日（月）～５日（金） 

②応募予定者説明会 平成２２年１０月２１日（木） ④プレゼンテーション 平成２２年１１月２６日（金） 
 

（２）運行事業者の決定 

 上記（１）による公募の結果，民間バス事業者２者から応募があり，呉市バス運行事業者選定委員会において，提出書類の審査，応募者によるプレゼンテーショ

ン及び応募者に対するヒアリングを実施し，次の審査基準に基づいて審査した結果，広島電鉄株式会社（第２順位：中国ジェイアールバス株式会社）を選定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 民営化後の市民の移動手段確保に係る方針  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

◇ 路線数・系統数の確保 

◇ 人件費の削減 

◇ 一般会計からの財政支援 

交通局における取組み 
 
 
 
 

◇ 人口減少・少子高齢化 

◇ ライフスタイルの変化 

◇ モータリゼーションの進展 

 

交通事業を取り巻く環境 

経営 

努力 

 

 

◆乗合乗車人員・運賃収入の 

大幅減→  厳しい経営環境  

 

 

 ☆財政集中改革プログラムの推進  
 

◇着実な成果は見られるものの，厳しい社

会情勢の中，市財政を取り巻く環境は非常

に厳しく，将来にわたる，長期的な交通事

業会計への財政支援は困難 

市財政の現状 

 

呉市交通事業の経営形態の検討が必要 

◎給料体系を行政職俸給表（二）に準じ

た給料表とし，あわせて給料カットを継

続。人件費を大幅に削減することで，公

営企業としての存続を図る。 

◎民間バス事業者に対し，国が認める

基準限度である 2/3 までの路線の運行

管理を受委託し，残りの路線を直営とす

ることで公営企業としての存続を図る。 

◎Ｈ22年度末に子会社を設立して一部

路線を移譲し，H23年度から路線の管理

受委託の拡大・段階的移譲を進め，H24

年度を目標に完全民間移譲を実施。 

Ⅲ 子会社化（段階的民間移譲） 

一定の条件で移譲先民間バス事業者を

公募・決定し，H24年度を目標に一括完

全民間移譲を実施。 

Ⅱ 民間委託拡大 Ⅰ 改善型地方公営企業 Ⅳ 一括完全民間移譲 

①市民・利用者の観点（安全性，サービス・接客水準等），②市の財務的な観点（財務負担の削減効果等），③交通事業者の観点（財務の健全性・自立性，経営責任等）から総合的に評価 

 

 

平成２４年４月からの「呉市交通事業」の民営化（一括完全民間移譲）を決定 

 

 

 

○民営化に当たっては、事業者が運行を開始してから２年間は、民営化時点の路線や運行回数、

運行時間帯、運賃制度の維持などについて協定を締結し、市民の交通手段を確保 

○敬老優待制度や心身障害者優待制度は継続する方針 

○民営化後は、市、民間事業者などの関係者で、協議会を設置するなど、市民の生活交通確保の

立場から、市が責任をもって対応 

 

 

 

民営化後も必要な路線やサービスを維持 

 

○民間事業者の場合，「市民の移動手段を守られる

かどうかが不安」、「赤字路線は一方的に廃止され

るのではないか」という不安の声 

 

 

市民の声 

資料１ 


